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厚生労働省に寄せられた「国民の皆様の声」の集計報告について 

（本省受付分） 

 

 

 

 

 

（平成２３年１月１４日から平成２３年１月２０日受付分） 

 

別紙 

○ 厚生労働省に寄せられた「国民の皆様の声」の集計報告（本省受付分）(11/1/24)   

厚生労働省に寄せられる「国民の皆様の声」につきましては、厚生労働行政の政策改

善につながるきっかけとなるものであることから、一週間分の集計結果と現時点での対応

等をとりまとめましたので、お知らせいたします。 

平成２３年１月２４日 

大臣官房総務課情報公開文書室 

（担当 ・内線）   室   長 平 嶋 壮 州 

室長補佐 大 村 良 平 

（電 話 代 表） ０３（５２５３）１１１１（内線７３２１） 

 



（単位：件）

来訪 電話 手紙 FAX メール 計

3 88 2 2 363 458

0 0 0 0 0 0

統計情報部 0 0 0 0 0 0

医政局 0 9 0 0 13 22

健康局 0 6 0 0 58 64

医薬食品局 0 76 0 0 4 80

食品安全部 0 0 0 0 0 0

労働基準局 0 92 0 0 44 136

職業安定局 0 15 0 0 95 110

職業能力開発局 0 7 0 0 21 28

雇用均等・児童家庭局 0 79 2 0 64 145

社会・援護局 0 52 6 0 10 68

障害保健福祉部 0 2 0 0 0 2

老健局 0 28 0 0 3 31

保険局 0 58 0 0 7 65

年金局 0 27 0 0 7 34

政策統括官 0 6 0 0 0 6

日本年金機構 17 428 20 0 33 498

20 973 30 2 722 1,747

国民の皆様の声の内訳 ↓
　政策・制度立案への提言 158

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 526

　法令遵守違反に関するもの 10

　その他 1,053

※ 主な国民の皆様の声は、担当部局別に次ページ以降に添付してあります。

合　　計

平成２３年１月２４日
大臣官房総務課情報公開文書室

厚生労働省に寄せられた国民の皆様の声・集計報告（本省受付分）

組　織　名

行政相談室
（各部局に属さないもの）

大臣官房

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2 ④

3 ④

4 ④

5 ④

6

ご意見等の内容に応じて、所管部局が
組織として責任をもってご意見等を承
る旨をご説明し、了承を得ました。

2

国民の皆様の声
把握方法別件数

合計FAX

4583 88

手紙 メール

363

来訪 電話

2

　法令遵守違反に関するもの

458

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

行政相談室

相談係長　　松浦　洋平（内線７１３４）
（０３）５２５３-１１１１（代表）

部局（課室）名

照　会　先

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分

0

　その他

（主な国民の皆様の声）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0

0

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、
③政策・制度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分
類。

※その他、宇宙実験施設「きぼう」の無償開放等の厚労省施策以
外のご意見メールが多数ありました。

対　　応
項番

概　　要
内　　容

私は軍隊に属し、シベリアに抑留されていました。昨年５月頃の
新聞でシベリア抑留者給付金について知りました。新聞社に確認
したところ厚生労働省で受け付けていると聞いたので電話をしま
した。（電話）

総務省所管の独立行政法人平和祈念
事業特別基金にお問い合わせいただく
ようご案内いたしました。

【ご質問：市立図書館の利用について】
現在、職業訓練校に通学しています。訓練校のある市の図書館
から本を借りたいのですが、私が住んでいる市でないうえ、図書
館の相互利用条例を定めていない市に通学しています。通常、通
勤・通学していると利用する権利があるのですが、職業訓練校の
場合、権利があるのか教えてください。もしなければ、図書館など
公共施設を利用できるようにお願いします。
（厚生労働省「国民の皆様の声」意見メール）

図書館のある市役所へお問い合わせ
いただくようご返答いたしました。

厚生労働大臣と直接会話をして意見を言いたいので大臣にか
わってほしい。意見の内容はその時に申し上げる。（同様の電話
がありました。）

精神の病気で手帳をもらっている者です。歩けないわけではない
ですが、精神的にバスに乗れません。市役所では、足が不自由な
方にタクシー利用券を配布していますが、精神障害者にもタク
シー利用券を配布してもらえないでしょうか。（電話）

厚生労働省の所管ではなく、国土交通
省にお問い合わせいただくようご案内
いたしました。

【ご要望：公務員の給料、人事院】
公務員にもスト権を与えても良いと思います。厳しい雇用情勢の
中、公務員は税金を取ることしか考えず、生活困窮者や高齢者の
安否確認などNPOに任せきりで、職員は椅子に座ってパソコンで
遊んでいる状況です。また、臨時職員の給料は最低賃金並です。
同じ仕事をしていても公務員の給料は高いですが、臨時職員は
安いです。ストされても臨時採用者を集めれば何ら支障はありま
せん。もっと公務員の給料を削減すべきです。月々10万円の所得
で生活をしている市民が80％にのぼります。是非人事院勧告を廃
止して下さい。市民の生活が第一ならば、いち早く弱者を救って
下さい。
（厚生労働省「国民の皆様の声」意見メール）

厚生労働省の所管ではなく、人事院に
ご要望いただくようご案内いたしまし
た。
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2 ④

3 ①

4 ⑤

5 ①

病院に対してカルテの開示請求を行ったが話し合いがうまくいかないた
め、行政機関でどこか相談できる所はないか教えて欲しい。

都道府県等に設置されている医療安全
支援センターに問い合わせていただくよう
御説明しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

自分は歯科医をやっているが、処方せんの書き方について検討会の報告
書を読んだ。
これはいつから開始されるものなのか、また拘束力はあるのかについて
教えて欲しい。

「内服処方せんの記載方法の在り方に関する
検討会報告書」はあくまでも報告書であり、拘
束力があるものではないが、処方せんの記載
方法が統一されていないことに起因した記載
ミス、情報伝達エラーを防止する観点からとり
まとめられたものであり、報告書内に標準化
に至る短期的方策、長期的方策等が示されて
いる旨をご説明しました。

医療法でエックス線写真の保存期間が定められているために、歯科医院
が写真を貸してくれないが、法令上どのように規定されているのかや、貸
与等の対応の可否について、教えて欲しい。

医療法及び以下の通知に基づき、エックス線
写真の所有権は医療機関にあるとし、必要に
応じて、一時的貸与の方法をとる等により、患
者の健康管理に遺憾のないよう配慮すること
が一般的には望ましいとご説明しました。
その上で、個別のケースについては都道府県
等に設置された医療安全支援センターにご相
談いただくよう、お伝えしました。

○該当通知
・「エックス線写真の所有権について」（昭和
28･4･2　医68）
・「エックス線写真フィルムの保存及び取扱に
ついて」（昭和31･2･11　医発100）

ジェネリック医薬品のテレビＣＭをよく見るが、税金を使ってＣＭしているの
に扱っている病院が少ない。
また、病院ぐるみでジェネリック医薬品の使用に消極的ではないかと思わ
れる医療機関もある。
これが事実なら、こうした医療機関は、名前を公表してほしい。

こうしたテレビＣＭは企業が行っているもので
あって、国が税金を使って行っているわけで
はない旨をご説明しました。
また病院単位で後発医薬品の使用を拒否す
ることは、指導の対象となり得る旨をご説明す
るとともに、いただいた情報を指導監査を所
管する部署にお伝えいたしました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 22

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

0 0 13 22

メール

ヒアレイン点眼液の後発品を使ったら、目が充血して痛みを感じたため、
以後の使用を中止したという事例をよく聞く。点眼薬の後発品の場合は、
現行の承認審査では必ずしも十分とはいえないのではないか。普及にあ
たっては、その点を考慮し、メーカーに対して①安全性に関する詳細な情
報を開示するよう義務づけること②後発品も先発品と同様の添加物を使
うことを要望する。

後発医薬品の品質確保対策の仕組みについ
てご説明するとともに、お寄せいただいた、ヒ
アレイン点眼液の後発品に関する情報を、医
薬品医療機器総合機構の後発医薬品相談窓
口に提供いたしました。

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 医政局

照　会　先

①②　経済課後発医薬品使用促進専門官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内線４１１３）
③④ 歯科保健課総務係（内線２５８３）
⑤　　医事課総務係（内線２５６６）

平成２２年1月１４日～1月２０日受付分

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 9
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

④

3

④

4

①
②

5

　インフルエンザ等の予防接種に関するご照会。 　ご照会のあった内容について回答いた
しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　たばこを吸える場所を増やしてほしい。 　貴重なご意見として拝聴いたしました。

　原爆症認定審査の状況についてのご照会。 　随時審査を行っているところであり、審
査には時間を要しているが審査基準の見
直しや審議会開催回数の増などにより対
応している旨ご説明いたしました。

　たばこの値段（税）をもっとあげてほしい。 　貴重なご意見として拝聴いたしました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 3

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 61

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

合計

0 6 0 0 58 64

メール国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 健康局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

健康局総務課
林　　俊宏（内線２３１３）
（ダイヤルイン０３－３５６５－２０７７）
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2

3

4

5

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 76

メール

対　　応

0 0 4 80

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 医薬食品局

平成２３年１月１４日～平成２３年１月２０日受付分

照　会　先 書記室管理係長　茂木　匡哉（２７０４）

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 80

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容

家族がＣ型肝炎で亡くなったが、肝炎の救済制度について具体的
なことを教えて欲しい。

救済制度については、『特定フィブリノゲ
ン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤
によるＣ型肝炎感染被害者を救済するた
め給付金の支給に関する特別措置法』に
基づく救済制度があり、対象となる方は、
特定ﾌｨﾌﾞﾘﾉｹﾞﾝ製剤、特定第Ⅸ因子製剤
の投与が原因でＣ型肝炎ウイルスに感染
された方となっております。輸血を原因と
してＣ型肝炎ウイルスに感染された方は
この法律に基づく救済の対象とはなって
おりません。
製剤投与の事実、因果関係、症状は裁
判所が認定することになっているため、裁
判所に対しこれらを証明するための書類
（例えばカルテなど）の提出が必要となり
ます。

概　　要
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①

3

①

4

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 労働基準局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

総務課
課長補佐　　西岡　邦昭（内線５５５４）
広報係長　　林田　淳一（内線５５８２）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 92 0 0 44 136

メール

　会社に監督署が来て指摘を受けた。
　労働条件を改善し、よりよい職場環境を築くよう頑張ってい
こうと思うが、今後も企業に対して定期的に監督署がチェック
をすべきではないのか。

　労働局や監督署では、申告、相談
等を含む様々な情報を精査し、労働
者の一般労働条件や安全・健康の確
保・改善のため、管内の事業場に対し
て監督指導を行っているところであ
り、今後も引き続き適切な監督指導に
努めていくことなどを御説明いたしま
した。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 4

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 3

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 129

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

　「バカンス休暇」として4週間ぐらい休暇を取得できるように
労働基準法に規定してほしい。なお、守らない事業主には罰
則つきとしてほしい。

　労働基準法は最低限の労働条件の
基準を定めているものであること、バ
カンス休暇等の長期休暇については
労使双方が話し合うこと等により、よ
り良い労働条件の向上に努めていた
だきたいことなど説明し、御理解を求
めました。

　年次有給休暇を取りたくても取りにくいという話をよく聞く
が、年次有給休暇の取得促進させるための取組方法とかを
会社や労働者に周知すべきではないのか。

　年次有給休暇については、労働時
間等見直しガイドラインの周知等を通
じてその取得促進のための取組を
図っていること、また、厚生労働省
ホームページにて年次有給休暇の取
得促進に関する資料について掲載し
ていること、併せてその内容について
説明し、御理解をいただきました。

　じん肺管理区分決定の申請を行ったところ、管理１（じん肺
の所見なし）と記載された決定通知書が送付されたが、納得
できないので、文句が言える機関をつくるべきだ。
　また、じん肺の健康管理手帳の申請をしたところ、申請を
行うことはできないと言われたがどうしてか。

　じん肺管理区分決定に対して不服
がある場合については、厚生労働大
臣に不服審査請求ができること、じん
肺の健康管理手帳についてはじん肺
管理区分が管理２又は管理３の決定
を受けた者に対して交付することを要
件としている旨を説明し、御理解いた
だきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検討中、
④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

－6－



分類

5

6

7

　職場での喫煙を法律で規制してほしい。
　たばこを吸わない人間が、たばこの煙を我慢して仕事をし
ている現状を理解して欲しい。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検討中、
④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　分煙しているレストランに行ったけれど、完全に密閉してる
とはいいながら、わずかな臭いがしてたので気分が悪くなっ
た。
　ここで働いている方（煙草の臭いがうっすらとでもする環
境）の顔色がとても悪いのが気になるので、全ての職場は完
全禁煙とすべきだ。

　職場での喫煙可能なスペースは屋外に作ることとして、屋
内は全ての職場で禁煙にするよう規制してほしい。
　分煙施設は、屋外に作るべきである。一部の人の喫煙で
職場のみんなが犠牲になり続けるのはおかしい。

　貴重な御意見として承った上で、現
在の受動喫煙防止対策に関すること
などについて御説明いたしました。

①
④
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件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
①
②

2
①
②

3
①
②

4
①
④

電話 手紙 FAX メール

0 15 0 0

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）
部局（課室）名 職業安定局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

公共職業安定所運営企画室
広報担当官　和田史絵（内線5682）
広報係長　　 比田井徹也（内線5739）
（直通03－3593－6241）

95 110

合計

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 1

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 64

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

新卒者のみならず、中高年の就業機会が増えるよう取り組むべき
だ。

国、ハローワークでは、中高年齢者の就
業・雇用機会を確保するため、求人開拓等
に総力を上げて取り組んでおります。ま
た、年齢制限禁止等の取り組みを推進す
るとともに、その雇用した事業主に対して
助成金を支給する等の措置を講じており
ます。今後とも、これらの取り組みを一層
強化してまいります。

中小企業緊急雇用安定助成金の受給を開始して約２年が経過しま
した。３００日のほとんどを消化しようという状態です。３年で３００日
までという支給日数の上限枠を広げて欲しい。

当該助成金についての、制度についてご
説明するとともに、今後も情勢について注
意を払い、雇用維持に取り組む事業主の
皆様を支援していくことをご説明しました。
しかしながら、ご要望については雇用保険
二事業の財政状況等を鑑み、現在は対応
困難である旨ご説明し、ご理解を求めまし
た。

　法令遵守違反に関するもの 4

　その他 41

求人票には年齢不問と書いてあるにもかかわらず、現実的には年
齢制限がある。年齢制限を禁止すべきだ。

雇用対策法の年齢制限禁止規定は、年齢
に関わりなく、意欲と能力がある限り働くこ
とができる社会を実現するために設けられ
ているものです。このため、労働者の募
集・採用における年齢制限を原則禁止して
おります。また、昨年10月には事業主向け
パンフレットを改訂し、より一層の事業主
への周知啓発に努めているところです。

同一の求人が有効期間満了後も繰り返し更新されている。ハロー
ワークは、求人者と求職者のマッチングにしっかり取り組むべきだ。

ハローワークが受け付けた求人を未充足
のまま更新する際には、要因を分析し、採
用基準を具体化する等により、求人者が
想定している人材の応募につながるよう取
り組んでおります。また、一部の求人につ
いては、求人条件の引き上げを提案し、応
募者の増加に結びつくよう取り組んでいる
旨ご説明し、ご理解いただきました。
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分類

5
①
②

6
①
②

7 ①

8 ①

9 ①

該当ハローワーク庁舎の周辺には、駐車
場として借りられる適当な土地がないた
め、誘導員を配置し混雑解消に向けて取
り組んでいるととともに、来所者に対して
は、極力公共交通機関での来所をお願い
している旨ご説明し、ご理解を求めまし
た。

自己都合で離職した場合、失業保険の給付に3ヶ月の給付制限が
かかるが、この給付制限をなくしてほしい。

ハローワークの求人に応募したが、事業所から採否結果の通知書
が届くのが遅い。求人票に記載された日までに連絡するよう指導し
てほしい。

採用・不採用の結果につきましては、早急
に求職者及びハローワーク双方に通知す
るよう事業主を指導しております。なお、求
人票に記載された期日を経過しても通知
がない場合は、窓口にご相談いただけれ
ば、事業主へ問い合わせる等対応する旨
ご説明しました。

精神障害者の雇用を促進してほしい。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

指定された雇用保険の認定日に、一身上の都合によりハローワーク
に行くことができなかった。もっと柔軟に対応してほしい。

雇用保険の失業等給付の支給に当たって
は、雇用保険受給者に４週間に１回認定
日にハローワークに来所していただき、失
業の認定を受ける必要がありますが、当
該認定日の変更は、本人の病気など、や
むを得ない事情がある場合を除き原則とし
て変更はできない旨ご説明し、ご理解を求
めました。

雇用保険制度の趣旨は、労働者の生活及
び雇用の安定と就職促進のために、失業
された方や教育訓練を受けられる方等に
対して、失業等給付を支給するものであ
り、自己都合による離職は、任意的な離職
であることから、給付制限を設けている旨
ご説明し、ご理解いただきました。

ハローワーク駐車場の混雑緩和を図られたい。

精神障害者については、特に障害特性に
応じた、きめ細かな支援を行うため、ハ
ローワークに「精神障害者就職サポー
ター」を配置し、精神障害者に対するカウ
ンセリング機能を強化するなど就労支援
策の充実を図っております。今後とも、精
神障害者の雇用が促進されるよう、一層
の支援の充実に努めてまいります。

－9－



件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ②

3 ②

4 ①

5 ①

　適切な運営を確保するため、ハローワークの相談
時に受講希望者等に応じた適切な訓練コースへの
誘導を徹底してまいります。
（７月３０日付け都道府県労働局あて通知を発出）

合計

　基金訓練の受講生の中には、訓練・生活支援給付金を受
けることが目的で、本当に就職を希望しているのか疑わしい
人もいる。制度の見直しが必要ではないか。
（ほか同様の意見１件）

　基金訓練を受講しているが、内容が乏しく就職に結びつくと
は思えかった。
（ほか同様の意見１件）

　訓練・生活支援給付による所得は、課税対象で
す。
　なお、申告の具体的な手続は、お近くの税務署で
ご照会ください。

　適切な運営を確保するため、基金訓練の実施状
況（就職率、苦情の発生状況等）の改善が図られ
ない場合には、以降の訓練コースの認定を行わな
いなど、訓練実績を次回以降の認定に反映させる
べく、訓練実施機関の認定基準を改めたところで
す。（８月３０日から施行）
　なお、訓練コースの質の確保と併せて、訓練修了
後における就職支援についても強化を図ってます
ので、是非ハローワークにご相談ください。

21

　訓練・生活支援給付による所得に税金はかかるのか教え
てほしい。また、申告の手続をどのようにすればいいか教え
てほしい。

　基金訓練と訓練・生活支援給付について、引き続き、４月
以降も制度を継続してほしい。
（ほか同様の意見２件）

　基金訓練と訓練・生活支援給付については、来年
度４月以降も継続し、同年度に創設することとして
いる「求職者支援制度」に係る法案が成立して施行
されるまでの間、切れ目なく支援を行ってまいりま
す。

項番

メール

対　　応

　法令遵守違反に関するもの

（主な国民の皆様の声）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

0

　その他

0

8

12　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0 28

内　　容
概　　要

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

職業能力開発局

総務課
総務課長補佐　岡　英範（内線５９０７）
総務係長　　　　大原　竜太（内線５９１１）
（直通　０３－３５０２－６７８３）

　政策・制度立案への提言 8

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

7

平成23年１月14日～平成23年１月20日付分

0

　訓練・生活支援給付の「現在住んでいるところ以外に土地・
建物を所有していない方」との支給要件について、田舎の零
細な土地は除外してほしい。

　訓練・生活支援給付は、生活に困っている方々が
安心して職業訓練を受講できるようにするため、訓
練期間中における生活費の支給を行う制度です。
　このため、現在住んでいるところ以外に土地・建
物を所有している場合には、生活費に変えられる
資産を保有しているものと考えられるため、同給付
の対象となりません。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の改善等を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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分類

6 ①

7 ①

8 ①

　訓練・生活支援給付は、生活に困っている方々が
安心して職業訓練を受講できるようにするため、訓
練期間中における生活費の支給を行う制度です。
　このため、家族から経済的支援を受けられる方
や、一定額以上の資産や年収を有する方などは、
この給付の対象とはしていません。

　基金訓練を受講することになったが、訓練・生活支援給付
については、支給要件を満たしていないということで、受けら
れないと言われた。
　基金訓練を受ける全ての人は、訓練・生活支援給付を受け
る権利があるのではないか。

　ジョブ・カード様式について、「昭和・平成　年　月　日生」と
元号で記載しているが、ユニバーサルデザインであるべきな
ので、西暦で書くべき。
　また、「ジョブ・カード」という名称は英語が間違っており、「Ｃ
Ｖ」「Ｒｅｓｕｍｍｅ」（履歴書）に近い。誤用は恥ずかしい。

　ジョブ・カード様式については、昨年７月にもより
使いやすくするよう簡略化を図ったところ、今回い
ただいたご意見も貴重なご意見として、今後の在り
方の参考とさせていただきます。
　なお、ジョブ・カードは履歴書・職務経歴書として
活用できるだけでなく、これを活用したキャリア・コ
ンサルティングを受けていただくことにより、今後の
職業選択やキャリア形成の方向付けが行われ、訓
練の効果が高まるなどの効果が得られるツールで
す。単なる履歴書・職務経歴書には留まらないもの
と考えています。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の改善等を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

　ジョブ・カードについて事業仕分けで廃止の判定となった
が、これから作成しても活用できるのか。

   昨年１０月の事業仕分けで、ジョブ・カード制度関
連事業の廃止の判定がなされたところではありま
すが、ジョブ・カード制度の政策目的の重要性は理
解されたものと認識しています。
　このため、事業仕分けの結果を踏まえ、ジョブ・
カード関連事業について、より効率的・効果的な枠
組みに発展させるための必要な見直し等を行い、
来年度以降も引き続き本制度を推進してまいりま
す。
　ジョブ・カードを是非ご活用ください。
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

④

2

④

3

⑤

4

①
④

5

①

6

④

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 雇用均等・児童家庭局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

雇用均等・児童家庭局総務課長補佐
　重元博道（内７８１７）

電話：０３－３５９５－２４９１
FAX：０３－３５９５－２６６８

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 79 2 0 64 145

メール

子ども手当関係
・満額支給されないのであれば、扶養控除の廃止はしないでほし
い。
・施設に入所している子どもにも子ども手当を支給するべき。
・子ども手当より現物給付（保育サービス等）を充実してほしい。

貴重なご意見として承りました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 18

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 14

　法令遵守違反に関するもの 6

　その他 107

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

児童虐待を行った者を厳罰に処すべきである。 貴重なご意見として承り、室内で情報を共有し
ました。

国は、本当に困っている貧困家庭を守ることを優先してほしい。 貴重なご意見として承り、室内で情報を共有し
ました。

一時保護を巡って児童相談所と対立しているが、児童相談所は自
分の行動を正当化しようとするばかりで、子どもの福祉や親を助け
るという視点がない。虐待防止対策の推進として児童相談所に強
い権限を付与するのはいかがなものか。

事実や制度を説明するとともに、貴重なご意
見として承り、室内で情報を共有しました。

　子ども・子育て応援プランは、２１年度に終了したようだが、引き続
きなんという名称で行われているのか。
　または、他の事業に吸収されているか、もしくは終了したのか。

子ども・子育て応援プランによる取組を受け
て、新たな大綱及び具体的な実施計画とし
て、「子ども・子育てビジョン」が策定されてい
る旨、ご回答しました。

今の社会は、若者が働く権利、また、若い男女が夫婦を営み、安心
して子育てができる権利という、２つの人間らしく生きる権利が保障
されていないように思う。
働く権利が保障されなければ、経済的自立はあり得なく、若い男女
が夫婦を営み、安心して子育てができる権利は、国家の存続につ
ながる重要な権利であり、どちらも新しい日本をつくる上で不可欠
なものである。

貴重なご意見として承り、情報を共有しまし
た。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検討
中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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分類

7

①

8

⑤

9

⑤

10

11

⑤

12

①
⑤

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
厚労省所管の法人が支給する助成金の申請の際、提出書類の一
覧を示してもらえず、後になって、追加書類を求められた。
追加書類が必要である理由も教えてもらえず不快な思いをしたの
で、今後はこのようなことが起こらないよう、助成金の申請書類一
覧を作成し、

不快な思いをされたことについては陳謝し、当
該法人の指導に努める旨お伝えした。
また、助成金申請書類についてはパンフレット
や支給要領に記載されており、これらを基に
書類を提出いただいている旨お伝えし、理解
を得ました。

父子家庭に対する児童扶養手当に関して、対象児童が年金を受け
ることができる場合、手当が支給されないというのは疑問。妻が結
婚前に勤務していた厚生年金加入期間があったため、夫ではなく
子供に対してのみ、報酬比例部分に係る月々数千円の遺族厚生
年金を受給している。核家族化が進んだ現在、父子家庭の負担は
想像を絶する。法改正で父子家庭にも児童扶養手当が支給される
と安心したが、結局、まじめに年金を納めてきたことがデメリットと
なっている。遺族基礎年金（国民、厚生）の支給を受けているので
あれば、結構な金額になるので児童扶養手当の対象外というのな
ら納得できるが、厚生年金の報酬比例部分のみの支給では、金額
もわずかに月数千円。その数千円の支給対象に子供がなっている
ため、数万円の手当の対象外である。多様なケースを考慮して、正
直者が馬鹿をみるというような事のないように強く願う。

貴重なご意見として承り、室内で情報を共有し
ました。

来年度予算編成で全国の児童養護施設にもっと予算を付けてほし
い。

貴重なご意見として承り、室内で情報を共有し
ました。

虐待等で施設に入所する児童の心のケアは大切であり、厚労省が
検討している心理士や教育カウンセラーの配置を早急に進めてほ
しい。

貴重なご意見として承り、室内で情報を共有し
ました。

昨年末の「養護施設」へのランドセルの贈り物に始まり、「国民によ
る善意」は全国に広がりを見せている。誠に心の温まる行為であ
り、ブームに終わらない事を期待する。

社会的養護に関心を持っていただいたことに
感謝申し上げるとともに、貴重なご意見として
承りました。

私は里親として子どもを預かっている。インターネットで里親につい
て調べてみると、ペットの里親に関する情報が散見され、またとても
酷い誹謗中傷の書き込みがたくさんある。真面目に子どもの養育
に取り組んでいる里親も多くいるにもかかわらず、不特定多数の人
が閲覧できるインターネットにこうした情報が溢れている現状は受
け入れがたい。何とかしてもらえないだろうか。とても傷つくし、人権
侵害にも当たると感じる。また、以前法務省にも相談したが、人権
侵害ではないと取り合ってくれなかったので、関係省庁にもちゃんと
した認識ができるよう伝えていただきたい。

貴重なご意見として承りました。また、都道府
県に対して予算補助している里親支援機関事
業を通じて地道な普及啓発を行っていることな
どを説明いたしました。
　なお、上記のとおり「国民の声」があった旨を
関係省庁に連絡しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検討
中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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分類

13

①
④

14

①
④

15

④

16

①
④

17

④

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
　先日、育児休暇を終え職場復帰する妻のため保育園の申し込み
をしたが、回答は市内の保育園は無理なので他市の保育園という
ことになった。他市の市役所に問い合わせたところ空きはないとの
返答。園に聞いたところ空きがあるようだがとの問いには「市外な
ので」とのことであった。待機児童が問題になっている昨今ではな
かなか難しいのかもしれないが「空き」があるのに入れないのは理
解しがたい。遠方とはいってもできる範囲で探したのだが。これは、
職場、本人は復帰を願い、園からも了承を得ていても市の判断でか
なわないこともあるということなのか。このようなケースではどこに
相談したらよいか。

　市外の保育所の入所（広域入所）について
は禁止されておらず、広域入所に関する需要
が見込まれる市町村は、あらかじめ関係市町
村との間で十分に連絡調整を図り、広域入所
の体制整備に努めることになっています。ま
た、都道府県は、広域入所に係る市町村間の
総合的調整を行うこととなっています。
　保育所の入所決定については、各市町村に
権限があり、各々の条例や選考方法・基準に
基づき決定しているので、お住まいの市町村
又は都道府県にご相談いただきたい旨、回答
しました。

　公立保育所に子供を預けているが、現在、夫とは離婚協議中で
あり、別居して１年以上経過しているが、いまなお離婚は成立せ
ず、住民票は夫と同一のままである。
　保育料の算定は、夫婦の収入を基に決められており、市の担当
者に聞くと、現在も夫が住民票から抜けていないので、夫婦の収入
で算定されますと説明されたが、実質は、母子家庭のため、自分の
収入のみで保育料を算定してもらうことはできないか。

　保育料につきましては、保育所入所児童と
同一世帯であり同一生計の父母及びそれ以
外の扶養義務者を算定対象としていますが、
保育料の階層認定等は自治事務であり、その
児童と同一世帯か否か等の判断は各自治体
において行っているものです。
　そのため、詳細につきましては、所在市にお
尋ねいただきたい旨回答しました。

　少子化対策はいろいろやられているようですが、現場の意見が
まったく取り入れていない。
　待機児童ゼロ、幼稚園保育所を一緒にするなどといっているが、
そもそも保育所は働いていないと預けられない。
　そのために母親はまず仕事を見つける。小さな子供を抱えて就職
活動をするのはとても大変である。
企業努力ではできないことを国がやるべきではないか？
　私は子供が乳児のころから保育所に預け必死で保育料を支払っ
てた。子供の病気で数日休まなくてはならない状況の後に解雇され
た。会社都合の解雇でも、働けなくなったら即座に次の仕事を見つ
けなくてはならない。
　どうか、働きたい、働かなくてはならない母親を助けてほしい。

貴重なご意見として承り、情報を共有しまし
た。

・安全な妊娠、出産のためには、結婚前に性感染症の検査を実施
するとともに、必要な情報提供をするべき。

検査に関しては、保健所での検査、自費では
あるが医療機関等で検査が受けられる旨、情
報提供しました。
貴重なご意見として承り、情報を共有しまし
た。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検討
中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

・不育症の検査費や治療費について、保険適応や助成金の対象と
なるようにして欲しい。

貴重なご意見として承り、情報を共有しまし
た。
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

④

3

④

4

①

5

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 社会・援護局（社会）

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

社会・援護局総務課
　課長補佐　増井　英紀（内線２８１３）
社会・援護局書記室
　管理係長　佐藤　敏彦（内線２８０３）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 52 6 0 10 68

メール

現政権が奨励する外国人に対する案は日本人を愚弄するものであ
る。子ども手当、外国人留学生無償奨学金、外国人地方参政権、生
活保護費のばらまきなどやめるべきだ。

　ご意見としてお伺いしました。
　なお、生活保護法は、憲法２５条に「すべ
て国民は、健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利を有する」と規程されている
ことから、基本的には日本国民のみを対
象としておりますが、適法に日本に滞在
し、就労活動に制限を受けない永住、定住
等の在留資格を有する外国人について
は、社会的・人道的観点から、日本人と同
じ取扱いとしております。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 13

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 55

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

ときどき生活保護世帯に関して報道があるが、贅沢三昧です。私自
身働いて得られる収入と生活保護世帯の金額がなぜ同じなのか。
何もしないで同じ金額が貰えるのであれば働く気力が失せてしまう。
保護費の基準を引き下げるべきだ。

　ご意見としてお伺いしました。
　生活保護基準のあり方については、ナ
ショナルミニマム研究会での議論も踏まえ
て今後考え方を整理していく予定でござい
ます。

最低限度の保障とは、1人の生活費は最低保障としていくら必要な
のか。今の年金制度で問題なく真面目に働き38年間厚生年金を納
めて、65歳で月わずか16万円前後である。一方、生活保護費で18
万円。どうすべきか考える必要がある。

　ご意見としてお伺いしました。
　生活保護基準のあり方については、ナ
ショナルミニマム研究会での議論も踏まえ
て今後考え方を整理していく予定でござい
ます。

　生活福祉資金貸付（総合支援資金）を申請したところ不承認の通
知が来た。納得がいかないので何とかならないか。

　生活福祉資金貸付（総合支援資金）は、
低所得世帯であって、失業等により生活
が困窮しており、他の公的給付等を受ける
ことができない方を対象とした貸付である
という制度の概要をご説明し、不承認と
なった件の詳細な説明等をお受けになり
たい場合は、貸付申込みを行った都道府
県社会福祉協議会にご相談くださいと回
答しました。

　民生委員の委嘱権限は市町村におろした方が良い。 　現在の民生委員制度について説明の
上、ご意見として承りました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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分類

6

④
⑤

7

①
④

8

①

9

①

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

介護福祉士及び社会福祉士の資格取得方法について、どのような
取得方法があるのか教えてほしい。

士士法に基づく各資格取得ルートについ
て詳細を説明し、ご了解いただきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　消費生活協同組合において実施している共済事業の契約者より、
契約手続きに関する苦情相談。

　相談者のご意向として、現時点では当該
組合への連絡は不要とのことでありました
ので、相談内容について室内で情報共有
しました。

介護福祉士の受験資格取得に係る実務経験ルートにおいて6月の
養成課程の受講が必要となるのは何年度の試験からとなるか教え
てほしい。また、できるだけ早く6月の養成課程が受講できるようにし
てほしい。

現在、当該ルートの受験資格については、
検討会を開催し検討中であり、先般8月に
その議論に関する中間まとめを取りまとめ
ていることをご説明しました。その中で現
行法上は、平成24年度の試験より養成課
程の受講が必要となるが、施行の延期を
行う方向性が示されている旨を説明し、ご
了解いただきました。また、ご要望につい
ては貴重なご意見として拝聴しました。

社会福祉法に基づく社会福祉主事任用資格の取得方法について教
えてほしい。

社会福祉法に基づく資格取得方法につい
て詳細を説明し、ご了解いただきました。
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ⑤

2 ⑤

3

4

　

5

　　

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

自立支援医療受給者なのですが、最近、精神障害も煩って
おります。精神障害者保健福祉手帳の手続きはどうすれば
良いのでしょうか？

精神障害者保健福祉手帳につきましては、精神保健
及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、医師
の診断書等の書類を添えて市町村に申請書を提出
し、その後、都道府県において判定を行い、結果につ
いては市町村を経由して連絡がくることとなっていま
す。
詳しくは、お住まいの市町村、保健所、精神保健福祉
センターにお問い合わせください。

　

障害者自立支援法の改正法が成立したが、障害者自立支援法は
廃止すべきではないか。

障害者自立支援法は廃止し、新たな総合
的な福祉制度を平成２５年８月までに実
施することとしています。
今回の法律は、それまでの間、障害者の
地域生活支援を充実させるためのものと
承知しています。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 2

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

合計

0 2 0 0 0 2

メール国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 社会・援護局障害保健福祉部

平成２２年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

【企画課】
　課長補佐　矢田貝泰之（内線３０１１）
　主査　　　　山田　　大輔（内線３０１６）
（ダイアルイン　０３－３５９５－２３８９）
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①
一般の方から、65歳を過ぎた妻が年金が支給されていない場合で
も、介護保険料を支払わなければいけないのかとのご質問をいただ
きました。

介護保険は、40歳以上の皆さんにご加入
いただいており、第２号被保険者である64
歳までは健康保険の被扶養者である場合
は保険料の負担はありませんが、第１号
被保険者となる65歳以上は個人一人ひと
りに負担いただくことになる旨ご説明しまし
た。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

一般の方から、特別養護老人ホームの施設長の要件はどのような
ものがあるのかとのご質問をいただきました。

特別養護老人ホームの設備及び運営に
関する基準第５条第１項に、社会福祉法
第１９条第１項各号のいずれかに該当する
者若しくは社会福祉事業に２年異常従事し
た者又はこれらと同等以上の能力を有す
ると認められる者でなければならないと規
定されている旨回答しました。

一般の方から、特別徴収されている介護保険料について、年額分を
まとめて支払うことができないかとのご質問をいただきました。

介護保険料は、年金の支払い毎に特別徴
収によってお支払いいただくことが法令で
定められており、一括でお支払いいただく
ことはできない旨ご回答しました。

一般の方から、介護給付費分科会の議事録はどこかで見ることがで
きるか。また、介護報酬の単位数はどこかで見ることができるかとの
ご質問をいただきました。

厚生労働省HPにて閲覧することができる
旨ご案内致しました。

一般の方から、昨年１２月に有料老人ホームの入居一時金に関して
消費者委員会から建議を受けたとのことだが、厚生労働省はどのよ
うな対応を行うのかといったご質問をいただきました。

有料老人ホームには、高額な入居一時金
を徴収している所もあり、入居一時金の返
還に関してトラブルが発生していることに
ついては、消費者保護の観点から問題が
あると承知しているところであります。今
後、法令等で有料老人ホームにおける利
用者保護に関する規定を設けることができ
るか、現在検討しているところである旨回
答しました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 3

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 28

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

合計

0 28 0 0 3 31

メール国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 老健局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

総務課企画官　　　　　宮崎敦文(内線3911)
総務課企画法令係　　富永華子(内線3919)
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分類

6 ①

7 ①

8 ①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

介護事業所の方から、毎月支給されていた処遇改善交付金の手当
が、経営が悪化しているという理由で一方的に減額されたが、これ
は許されるのかとのご質問をいただきました。

処遇改善交付金は、毎月の報酬総額に応
じて交付されるものであり、サービスの提
供量によって変動が見込まれるため、詳
細について事業所にご確認いただきたい
旨ご説明しました。

一般の方から、介護給付費分科会は直近でいつ開催されたのかと
のご質問をいただきました。

平成２２年１２月２５日に開催した旨説明し
ました。

一般の方から、特別養護老人ホームについて、地域との交流につい
ての規定はあるのかとのご質問をいただきました。

特別養護老人ホームの設備及び運営に
関する基準第３０条第１項において、特別
養護老人ホームはその運営に当たって
は、地域住民又はその自発的な活動等と
の連携及び協力を行う等の地域との交流
を図らなければならないことが規定されて
いる旨回答しました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2 ①

3 ①

4 ①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 保険局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

総務課
課長補佐　尾崎　（内線３２１６）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 58 0 0 7 65

メール

高額療養費の償還払いについて、各種システムが進歩している現
在においてすら、なぜ実際の医療を受けてから支給までに何ヶ月
もかかるのか。

高額療養費を支給するために、保険者に
おいて自己負担額を把握するためには、
診療報酬明細書を用いています。
この診療報酬明細書は、実際に医療を受
けてから、保険者の元に届くまでに期間
を要し、また保険者の側で支給に関して
審査を行う必要があることから、ご指摘の
ような現象は今のところやむを得ないも
のと考えていますと説明しました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 5

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 7

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 53

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

直接支払制度を利用する場合に必要となる手続きはどのようなも
のがあるか。

（１）被保険者証等を医療機関等に提示。（２）
医療機関等の窓口において、申請・受取に係
る代理契約を締結すること。以上２点である旨
回答しました。

出産費用が４２万円未満で収まった場合の差額は、どのように請
求を行えばよいのか。

差額が生じた場合、被保険者等から保険者に
請求して頂く。なお、差額請求の際には、医療
機関等から交付された費用の内訳が記載さ
れた領収・明細書の写しの他に振込先等必要
な事項を記載した書面の提出が必要な場合
があるため、詳細は保険者に確認する必要が
ある旨回答しました。

平成２３年４月以降の出産育児一時金等の医療機関等への直接
支払制度及び支給額については、どのような取扱いとなるのか。

出産育児一時金等の医療機関等への直接支
払制度及び支給額の４万円引き上げは、平成
２１年１０月から平成２３年３月までの暫定的
な措置としているところ、社会保障審議会医療
保険部会でのご議論を踏まえ、平成２３年４月
以降の取扱いについては、以下のとおりとな
る旨回答しました。

①　現行の直接支払制度を改善するととも
に、一部医療機関等については、受取代理の
仕組みを制度化。
②　支給額については、原則４２万円を維持。
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分類

5 ①

6 ①

7 ①

8

①

9

①

受取代理制度とはどのような制度か。 受取代理制度は、出産を予定している医
療機関等を受取の代理人として、出産育
児一時金の申請を事前に行うことにより、
出産育児一時金が直接医療機関等に支
払われる制度。原則４２万円までは、退
院時に医療機関等の窓口で支払う必要
がなくなる旨回答しました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

回復期リハビリ病棟への入院期間は発症から１５０日までと病院
から言われているが、どこで決まっているのか教えて欲しい。ま
た、１５０日を迎えても依然回復途中にあると思われる患者も退院
させられて、維持期の終末病棟へ転院しなくてはならないのか。

日数の規定は、費用の算定方法につい
てにするものであり、回復期リハビリテー
ション病棟への入院について制限を設け
るものではございませんと説明した上で、
当該算定方法等については厚生労働省
ホームページに掲載している旨をお伝え
しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

全国建設工事業国民健康保険組合に加入していたが、資格喪失の通知
が届き困っている。平成２１年９月に遡って、資格を有効にできる方法を
聞きたくて電話した。

全国建設工事業国民健康保険組合に対する
是正改善命令について、その内容・経過及び
制度の説明を行いました。
無資格で国民健康保険組合へ加入していた
ため、被保険者資格が喪失となりました。
なお、「平成２１年９月に遡って、資格を有効に
できる方法」は無いことをご説明し、本来加入
すべき医療保険制度への加入を促しました。

国民健康保険料を毎月4000円程払っている。頻繁に病院等のかかってい
る人ならともかく、何故、健康で病院等の世話になっていない人まで納付
しなければならないのか。

国民皆保険について御説明。国民健康保険
の被保険者（世帯主）は保険料（税）の御負担
をいただく必要があり、所得の低い方には保
険料（税）の法定軽減制度がある等の一定の
配慮についても御説明しました。

TESEの手術を受けましたが、この手術は保険が適用されず手術
だけに３０万円支払いました。その後体外受精に向け治療を受け
ていますが、うまくいくのか将来の不安と何百万円かかるのかとい
うお金の不安で一杯です。せめて、保険適用していただき、経済的
負担を少しでも取り除いて頂きたいのです。

健康保険法上、医療保険は「疾病の治
療」を目的としたものに対して保険適用の
対象としていますとお伝えした上で、治療
の有効性・安全性等が確立していること
も条件となっていますと説明しました。
　また、個々の不妊治療が保険適用され
るかどうかは、当該治療が不妊の原因と
なる「疾病の治療」を目的としたものであ
るかどうかにより、不妊治療の中でも、ホ
ルモンの異常や子宮・卵管の機能障害等
の身体の異常に対する治療は、保険適
用の対象としていますと説明しました。
　現在、保険適用となっていない技術に
ついては、そもそも不妊の原因となる疾
病の治療を目的としたものとして、「療養
の給付」の対象とするかについて、関係
者の意見を聞きながら検討した上で、さら
に、当該医療技術の有効性・安全性等の
評価が必要になるものとお伝えしました。
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①
④

2

①
④

3

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）
部局（課室）名 年金局

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

年金局総務課
　課長補佐　三好（内線3313）
　企画係長　岡野（内線3316）
　　（代表）03-5253-1111

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

0 27 0 0 7 34

メール

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 26

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 5

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 3

国民年金の時効期間を2年から10年にする閣議がなされたと記憶し
ているが、その後進展が無いようだが、手続を進めて頂きたい。

国民年金保険料をさかのぼって納付できる
期間を「２年」から「１０年」に延長することを
含む法案を第１７４回国会（平成22年通常国
会）に提出し、現在、継続審議の取扱いと
なっているところです。政府としてもこの法案
の早期成立に向けて取り組んでまいりま
す。

私は精神病になってからもう10年以上経ちますがどうも受領金額が
2ヶ月生きていくには少ないと思います。生活保護の方も、私は受け
ていませんが話に聞くとかなり少ないみたいです。ですから病気に
なっている人、特に社会的な認知が進む精神病についてなのです
が、思い切って、障害があると認定された方には障害年金を支給し、
それが一ヶ月で10万円もらえるようにしたらどうでしょうか。

障害年金の年金額を引き上げることは、老
齢年金との均衡や、給付費増に対応して保
険料を引き上げる必要があることなど、多く
の課題を検討する必要があり、直ちに実施
することは困難ですが、新たな年金制度創
設に向けた検討において貴重なご意見とし
て参考とさせていただきます。

国民年金の第３号被保険者期間中に第１号被保険者期間が含まれ
ていることが確認された場合の取扱いについて、「今回の取扱いは、
これまで処理されてきた人からみれば不公平であり、社会保険方式
から逸脱している。中止するべきだ。」、「法律改正はしなくて良いの
か。」とのご意見等がありました。

第３号被保険者の届出制度の適正な運営と
いう面での行政努力が不十分な中で、届出
を行わなかったために不整合な記録になっ
ていることに気が付かないままご自身の年
金が裁定され、その年金額を前提に年金生
活を続けられている方、年金生活を目前に
控えている方が大勢おられます。
そのような状況に鑑み、これまで行政が行っ
てきた裁定等を信じて生活されている方の
行政に対する信頼についても保護する必要
があるという趣旨から第３号被保険者期間
中に第１号被保険者期間が含まれているこ
とが確認された場合、保険料の時効が経過
したことにより支払いができない２年以上前
の期間について法令に基づいて第３号被保
険者の届出がなされた結果である現状の年
金記録を変更せずに尊重し、納付済とする
措置を講じております。
これは年金記録の現状を変更せずに尊重
するという形で、年金受給者や被保険者の
方々の年金額が下がらないようにするため
のやむを得ない措置であります。なにとぞご
理解を賜りますようお願い申し上げます。
なお、このような問題を速やかに解消するた
め、運用により対応することとしたところです
ので、重ねてご理解を賜りますようお願い申
し上げます。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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分類

4

①
④

年金事務所の電話がつながらない。 日本年金機構に、個別のケースについて事
実確認をした上で必要な対応を行うよう指
導いたしました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①

3

①

4

①

5

①

6

①

労働契約承継法施行規則第１条第２項と第３項で記載する内容の
違いは何か。分割会社等の事業として通知に記載する内容は、定款
の記載と一致していなければならないのか。

労働契約承継法と労働契約承継法指針の
該当部分を丁寧にご説明し、ご理解をいた
だきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

会社分割後に就業規則を変更する場合、どのようにしたらよいの
か。

労働契約承継法と労働契約承継法指針の
該当部分を丁寧にご説明し、ご理解をいた
だきました。

完全子会社を会社分割する予定だが、念のため株主総会を開催し
ようと考えている。この場合、通知期限日はどのようになるのか。

労働契約承継法と労働契約承継法指針の
該当部分を丁寧にご説明し、ご理解をいた
だきました。

年次有休暇の日数や退職金額等は会社分割でどのように扱えばよ
いか。

労働契約承継法と労働契約承継法指針の
該当部分を丁寧にご説明し、ご理解をいた
だきました。

労働契約承継法第２条に定める通知について、仮に2月28日が株主
総会であったら、通知期限日はどのようになるのか。

労働契約承継法と労働契約承継法指針の
該当部分を丁寧にご説明し、ご理解をいた
だきました。

団体交渉によって獲得した解決金が、自分の口座ではなく労働組合
の口座に振り込まれており、そこから寄付金を引かれた上で自分の
口座に振り込まれることになっている。これは違法ではないのか。

労働組合は自主的な団体であり、金銭の
取扱いについては各労働組合が自主的に
決定すべき事由である旨丁寧にご説明し、
ご理解をいただきました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 6

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

合計

0 6 0 0 0 6

メール国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 政策統括官（労働担当）

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分
照　会　先

室長補佐　黒澤 朗(7725)
総務係長　若山　丈(7717)
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(参考）

本部分
 件  件  件  件  件  件  件

地方分
 件  件  件  件  件  件  件

合　計
 件  件  件  件  件  件  件

件

件

件

件

分類

1
①
④

2
①
④

3
①
④

4
①
④

5
①
④

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

毎年１回誕生月に提出する現況届について、住基ネットで確
認ができれば提出は不要になるが、私は外国籍のため住基
ネットでの確認ができない。提出を忘れると年金の支給が停
止されるため、他の方法で確認して提出する必要がないよう
にして欲しい。

国民年金保険料の学生納付特例手続きを忘れていた期間が
あるが、受付期間を経過しているため、今から手続きできな
い。学生であったことが証明できれば、遡って手続きできるよ
う制度を改正して欲しい。

（主な国民の皆様の声）

項番

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

概　　要

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

対　　応
内　　容

現在、会社に在職中で厚生年金保険料を支払いながら年金
を受け取っている。前１年間の賞与も年金との調整の対象と
なるが、元々年金だけでは生活が困難なため働いている。せ
めて賞与は在職老齢年金の調整の対象から外すよう制度を
改正して欲しい。

国民の皆様の声
把握方法別件数

合計

2

50

17 428 20 0 31 2 498

16 23 11 0 0

448

国民の皆様の声・集計報告票

日本年金機構

サービス推進部
　お客様の声グループ長　　　高水　徹
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  海野　崇
（代表電話）03－5344－1100  （内線 3177）

　政策・制度立案への提言

国民の皆様の声の
内訳（大分類） 　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

平成２３年１月１４日～１月２０日受付分

0

1

メール

31

93

405

部局（課室）名

照　会　先

来訪 電話 地方自治体手紙 FAX

405 9 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0

親族ではないが、ずっと面倒を見てきた人が亡くなった。亡く
なった月までの年金を請求したいが、生計を同じくしていても
請求できる対象は一定の遺族になるため請求できない。何故
実際に面倒を見ていた者が受け取れないのか。請求できる
者の範囲を広げて欲しい。

現在、厚生年金に加入しているが、年金を受け取るための要
件を満たしていないため、このままでは７０歳を過ぎても働か
ないと年金を受け取れない。掛けてきた期間分、一時金で受
け取れるよう制度を改正して欲しい。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。
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分類

6
②
④

7
②
④

8
②
④

9
②
④

10
②
④

源泉徴収票について、送付時期を早くして欲しい、解説をもっ
とわかりやすくして欲しい等のご意見をいただきました。

送付時期を早くすることについては、
前年の支給額を基に処理を行うため
困難ですが、今後、解説をもっとわか
りやすくする等の検討を行ってまいり
ます。

年金事務所職員の説明が不十分、事務処理に時間がかか
る、態度やマナーが悪く、不愉快な思いをした。（同様なご意
見が21件ありました。）

事実確認を行った上で、必要な指導
等を行っていきます。
お客様の年金相談に対し、お客様に
プラスとなる「もう一言」を心がけま
す。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民年金の保険料還付金の支払処理が遅い、保険料収納業
務委託業者に対する不満等のご指摘をいただきました。

事務処理体制の強化に取り組み、早
く事務処理できるように努力してまい
ります。また、適切な委託業者管理
に努めてまいります。

記載内容をわかりやすい言葉に置き
換えを行うとともに、お客様向け文書
モニター会議等において検討を行
い、記載内容をわかりやすくするよ
う、引き続き取り組みを行っているこ
とを説明しました。

各種通知や案内について、内容がわかりづらいものがあるの
で、もっとわかりやすくして欲しい。

年金事務所の電話がかかりにくい。（何度も電話をかけるも、
話し中でつながらない）

年金に関する照会等についてはコー
ルセンターにおいて対応している旨
の周知を図り、年金事務所への照会
電話の分散化等を図っております。
なお、お客様の声グループにご意見
をいただいたお客様については、折
り返し年金事務所から連絡するよう
対応いたしました。
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